
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰対策生活応援商品券
事業

①原油価格や生活必需品価格の高騰、米などの食料品の物価高騰
による影響を受けている町民の経済的負担の軽減のため、全町民を
対象に1人あたり10,000円分の商品券を配布する。これにより、物価
高騰の影響を受ける町民の生活を下支えする。
②商品券発行に係る商品券代金及び事務費
③商品券（換金交付金）：126,000千円（12,600人×10千円）、印刷製
本費727千円、郵便料1,398千円、換金手数料等4,158千円、消耗品
50千円
④町民

R8.1 R8.4以降

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度小中学生保護者物価
高騰支援事業

①物価高騰により学校給食の食材費が値上がりし、現在の給食費負
担金単価では賄いきれない状況がある。物価高騰の中で保護者へ
の負担を軽減するため給食費の単価を値上げすることなく臨時交付
金を活用し賄材料費を確保する。
②小中学校の給食費の物価高騰分の減免に係る費用（物価高騰に
より値上がりした賄材料費に交付金を充当）
③賄材料費：12,828千円（R7前期１日当たり食数1,069食×年間給食
日数100日×1食当りの値上げ単価65円、R7後期１日当たり食数
1,069食×年間給食日数100日×1食当りの値上げ単価55円）（いず
れも教職員の給食費は含んでいない）
④生活者（保護者）

R7.4 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度保育園児保護者物価
高騰支援事業

①保育所等へ物価高騰による副食費の値上がり分を補助し、子育て
世帯への支援を実施する。これにより、物価高騰下における保護者
の経済的負担を少しでも軽減する。さらに保育給食の質を維持し、適
切な栄養価の副食の提供を通じて子どもの健全な成長・発達に貢献
する。
②【町内保育園等】公立：値上げすることなく臨時交付金を活用し賄
材料費を確保する。
私立：保育所等へ値上がり相当分を補助金で交付することで保護者
への副食費値上げを防ぐ。値上げ後の月額4,900円に対して副食費
免除対象者(国)は公定価格4,800円/月との差額、その他は町の基準
月額4,500円との差額を補助。
③賄材料費：330千円（町内公立：月平均23人×副食費値上がり分
100円×12月、月平均63人×副食費値上がり分400円×12月）、補助
金606千円（町内私立：月平均35.6人×副食費値上がり分100円×12
月、月平均117.3人×副食費値上がり分400円×12月）　（教職員の給
食費は含んでいない）
④町内保育所、認定こども園の保護者

R7.4 R8.3

4
②物価高騰に伴う低
所得者世帯・高齢者
世帯支援

高森町エアコン設置促進事業

①近年の猛暑による熱中症リスク増加を踏まえ、住民の命と健康を
守るため、物価高騰の影響を受けている生活保護世帯を含む住民
税非課税世帯のエアコン設置等を支援する。
②補助金、需用費、役務費
③（補助金）
　　　生活保護世帯：補助単価73千円×17件＝1,241千円
　　　住民税非課税世帯：補助単価48千円×50件＝2,400千円
　（需用費）　印刷製本費38千円
　（役務費）　郵送料16千円、振込手数料14千円

　Cその他：「住民税非課税世帯エアコン設置促進事業」による県補
助分2,441千円（73千円×17件、24千円×50件）

④生活保護世帯、住民税非課税世帯

R8.2 R8.4以降

5
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高騰対策小中学校学用品
費等保護者負担軽減事業

①物価高騰により上昇した学用品費及び校外学習費（修学旅行費等
を含む）の保護者負担を軽減し、子育て世帯の家計を支援することを
目的とする。
②学用品支給のための消耗品費、校外学習費補助のための負担金
補助及び交付金
③消耗品　　13,970千円（小学生659人×小学生一人に対し10千円以
内+中学生410人×中学生一人に対し18千円以内）→ 学用品費の物
価高騰分等を考慮し、学年段階に応じた上限単価を設定して積算。
負担金補助及び交付金　13,500千円（小学生133人×50千円+中学
生137人×50千円）→ 校外学習（修学旅行等）に係る費用のうち、1
人あたり5万円を上限とする補助単価を設定して積算。
④小中学校（保護者に対する徴収額の減額を実施）

R7.4 R8.3
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6
②物価高騰に伴う低
所得者世帯・高齢者
世帯支援

物価高騰対策寿タクシーによる
外出支援事業

①物価高騰の影響に直面した高齢者・障がい者等の外出を支援、経
済的負担軽減のため、「寿タクシー」を利用する町民に対し、町が利
用料金の一部を負担することで日常的な外出をより気軽にし、フレイ
ル予防や健康増進に繋げる。
　制度概要：④の対象者が町内の移動及び町外の指定医療機関へ
の移動にタクシーを利用した場合に、料金の1/2（自己負担上限1,000
円）を利用者が支払い、残額は町が負担しタクシー会社に支払う。
②負担金補助及び交付金
③寿タクシー　7,869千円（月見込利用者件数152件×1件当たり利用
額平均　4,314円×12か月）
④77歳以上の高齢者又は身体障がい者1・2級で免許のない方、タク
シー事業者（利用者に対する徴収額の減額を実施）

R7.4 R8.3

7
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰対策給食資材等保護
者負担軽減事業

①物価高騰により学校給食（牛乳）の資材費が値上がりし、現在の給
食費負担金単価では賄いきれない状況である。保護者への負担を軽
減するため給食費の単価を値上げしないよう町で一部を負担する。
②負担金補助及び交付金
③牛乳提供事業者への負担金：6,307千円（本数1,069本×年間給食
日数200日×1本当りの値上げ単価29.5円
　※教職員等の費用は含んでいない
④牛乳提供事業者（保護者に対する徴収額の減額を実施）、児童生
徒保護者

R7.4 R8.3


